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資源価格の下落が輸出の下押し圧力に 

豪州経済は緩やかな回復が続いている。住宅価格や株価の上昇による資産効果など

に支えられて 8月の小売売上は前年比+5.1％と堅調を維持したほか、住宅市場も 8月

の住宅着工件数が同+14.5％と高い伸びを記録するなど好調である。 

他方、輸出は鉄鉱石や石炭など資源価格の下落を背景に、5 月以降、前年割れが続

いている（第 1 図）。海外需要の動向をみると、中国の 7-9 月期の実質 GDP 成長率

が前年比+7.3％と減速傾向の継続が確認されたほか、欧州ではロシア情勢の悪化を受

けて景気の再失速リスクが高まり、世界経済の先行きに対する不透明感が強まった。

これに伴い豪州の主要輸出品目である鉄鉱石などの資源価格が一段と下落しており、

資源輸出の拡大を狙う豪州経済にとって向かい風が強まっている。 

為替相場に目を転じると、米国の金融出口戦略を巡る世界的なドル高の動きや、世

界経済の減速懸念を背景に資源価格が下落するなか、足元では豪ドル安方向に振れて

いる。豪ドルの下落は輸出の下支え効果が期待できる半面、交易条件の悪化につなが

る（第 2 図）。豪州準備銀行（RBA）は 10 月の理事会議事録において、現在の豪ド

ル相場は歴史的に見ると依然高水準だと言及した。その後に発表された 7-9月期の消

費者物価上昇率は前年比+2.3％と、前期の同+3.0％から大幅に低下。賃金の伸び悩み

に加え、7月からの炭素税廃止がインフレ率を押し下げており、RBA の目標レンジで

ある前年比+2~3％内に十分に収まっている。インフレ率が低下するなか、RBA は一

段の豪ドル安を容認することで輸出増加を通じた経済の下支えを狙っているとみら

れる。しかしながら、当面は米国の利上げ時期を巡る憶測や世界経済の不透明感から、

豪ドル相場が不安定な動きとなることも想定され注視を要する。 
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